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株主各位

（証券コード2659）
2024年５月10日

株 主 各 位
沖縄県宜野湾市大山７丁目２番10号
株式
会社
代表取締役社長 新 城 健 太 郎

第54期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第54期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに記載しておりますので、以下
のウェブサイトにアクセスの上、ご確認下さいますようお願い申し上げます。

　当社ウェブサイト　https://www.san-a.co.jp/ir/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR資料室」「株主総会」を順に選択いただ
き、ご確認下さい。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトに
も掲載されておりますので、以下よりご確認下さい。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「サンエー」又は「コー
ド」に当社証券コード「2659」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択し
て、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認下さい。）

　また、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、お手数な
が ら 株 主 総 会 参 考 書 類 を ご 検 討 の 上 、 当 社 の 指 定 す る 議 決 権 行 使 サ イ ト
（https://evote.tr.mufg.jp/）において賛否を入力されるか、議決権行使書用紙に賛否をご表示の
上ご返送いただくか、いずれかの方法により、2024年５月27日（月曜日）午後６時までに到着する
よう議決権を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2024年５月28日（火曜日）午前10時
（午前９時30分に開場いたします。）

２．場 所 沖縄県宜野湾市真志喜４丁目１番１号
ラグナガーデンホテル２Ｆ　羽衣の間
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項
１. 第54期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）事業報告、連結計算書類並びに会

計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第54期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（１）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否

の表示が無い場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（２）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を

有効なものとしてお取り扱いいたします。
（３）インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問

わず、インターネットによる議決権を有効なものとしてお取り扱いいたします。
（４）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますので、ご了承下さい。

（５）議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統一行使を
行う旨とその理由を当社にご通知下さい。

記

以　上
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株主各位

＜お土産の配布中止について＞
　株主総会にご出席下さる株主様とご出席が難しい株主様の公平性等を勘案し、株主総会におけるお
土産の配布を取りやめさせていただきます。何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げま
す。また、開会間際は会場受付が大変混雑いたしますので、お早めにお越し下さい。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、１ページに記載のインターネット上の当社ウェブサイト及び東
証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求いただいた株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次
に掲げる事項を記載しておりません。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、
監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使して下さいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出下さい。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示の上、切手を貼ら
ずにご投函下さい。

次ページの案内に従って、議案に対
する賛否をご入力下さい。

日　時 行使期限 行使期限

2024年５月28日（火曜日）
午前10時

（受付開始：午前９時30分）

2024年５月27日（月曜日）
午後６時到着分まで

2024年５月27日（月曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入下さい。

第1、3号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第2号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入下さい。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせ下さい。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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剰余金の処分

繰越利益剰余金 6,200,000,000円

別途積立金 6,200,000,000円

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営の重要課題であると認識し、中長期的に収益性及
び財務体質の強化を図るとともに、経済情勢、業界の動向、業績の伸展状況等に応じて、株主の皆
様に安定的な利益還元を行うことを基本方針としております。この方針のもと、今後の事業展開等
を勘案して、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰余金の処分をいたしたいと存じます。
１. 期末配当に関する事項
① 配当財産の種類
　金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金110円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は3,400,330,450円となります。
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2024年５月29日といたしたいと存じます。

２. その他の剰余金の処分に関する事項
① 減少する剰余金の項目とその額

② 増加する剰余金の項目とその額

－ 6 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任

候 補 者
番 号

ふ    り    が    な

氏 　 　 　 　 　 名 現 在 の 当 社 に お け る 地 位

１  
あら

新　
しろ

城　　
けん

健 
た

太 
ろう

郎 代表取締役社長 再任
　

２  
た

田　
さき

崎　　
まさ

正 　 
ひと

仁 代表取締役専務 再任
　

３  
とよ

豊　
だ

田　 　　　
たく

沢 常務取締役 再任
　

４  
ご

呉　
や

屋　 　　　
たもつ

保 取締役 再任
　

５  
たけ

武　
だ

田　　 　　
ひさし

尚 取締役 再任
　

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、本総
会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。
　なお、監査等委員会から本議案について総会において陳述すべき特段の事項はない旨の意見を受
けております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任

候補者
番 号

ふ    り    が    な

氏 　 　 　 　 　 名
（生　年　月　日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

再任

１

　

あら

新
 

　
 

　
しろ

城
 

　
 

　
けん

健 
た

太 
ろう

郎
（1968年11月15日生）

    1992年    4 月 当社入社
    1995年    12月 当社電器部長
    2007年    5 月 当社取締役電器部長
    2012年    9 月 当社取締役電器部長兼販促企画部長
    2013年    5 月 当社常務取締役（電器部、販促企画部担

当）
    2014年    2 月 当社常務取締役営業担当（衣料、ドラッ

グ部、電器部、営業企画部、ネット販売
部担当）

    2020年    5 月 当社専務取締役営業担当（衣料部、電器
部、営業企画部、ネット販売部担当）

2022年５月 当社代表取締役社長（現在）
（重要な兼職の状況）

株式会社サンエー浦添西海岸開発代表取締役社長
日本流通産業株式会社代表取締役副社長

20,100株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、2007年５月以来、当社の取締役として主に営業担当を務め、2022年５月から代表取締役
社長を務めるなど、営業・商品計画・営業企画分野に関する豊富な経験と幅広い知見、経営者とし
ての経験と幅広い知識を有しているため、引き続き取締役候補者といたしました。

再任

２

　

た

田
 

　
 

　
さき

崎
 

　
 

　
まさ

正
 

　
 

　
ひと

仁
（1963年３月７日生）

    1989年    4 月 当社入社
    2007年    8 月 当社食品部長
    2011年    5 月 当社取締役食品部長
    2020年    5 月 当社常務取締役営業担当（食品部、外食

部、食品加工センター担当）
2022年５月　当社代表取締役専務（食品部、外食部、

食品加工センター担当）
2023年９月　当社代表取締役専務（食品部、外食部、

食品加工センター、品質管理室担当）
（現在）

29,200株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、2011年５月以来、当社の取締役として主に営業担当を務め、2022年５月から代表取締役
専務を務めるなど、営業・商品計画分野に関する豊富な経験と幅広い知見、経営者としての経験と
幅広い知識を有しているため、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任

候補者
番 号

ふ    り    が    な

氏 　 　 　 　 　 名
（生　年　月　日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

再任

３

　

とよ

豊
 

　
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
たく

沢
（1969年５月11日生）

    1995年    4 月 当社入社
    2006年    2 月 当社経営企画部長
    2009年    11月 当社経営企画部長兼財務部長
    2020年    5 月 当社取締役管理担当（経営企画部、財務

部、総務部、人事部担当）コンプライア
ンス、リスク管理担当

2022年５月　当社常務取締役管理担当（経営企画部、
財務部、総務部、人事部、経理部担当）
コンプライアンス、リスク管理担当（現在）

11,300株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、2020年５月以来、当社の取締役として主に管理担当を務め、管理部門に関する豊富な経験
と幅広い知見を有しているため、引き続き取締役候補者といたしました。

再任

４

　

ご

呉
 

　
 

　
や

屋
 

　
 

　
 

　
 

　
たもつ

保
（1966年４月２日生）

    1989年    4 月 当社入社
    2006年    2 月 当社ドラッグ部長
    2020年    5 月 当社取締役営業担当（ドラッグ部、雑

貨・化粧品部、品質管理室担当）
2022年５月　当社取締役営業担当（ドラッグ部、雑

貨・化粧品部、衣料部、電器部、品質管
理室担当）

2023年９月　当社取締役営業担当（ドラッグ部、雑
貨・化粧品部、衣料部、電器部担当）
（現在）

10,600株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、2020年５月以来、当社の取締役として主に営業担当を務め、営業・商品計画分野に関する
豊富な経験と幅広い知見を有しているため、引き続き取締役候補者といたしました。

再任

５

　

たけ

武
 

　
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
 

　
ひさし

尚
（1972年７月18日生）

    1995年    4 月 当社入社
    2006年    2 月 当社情報システム部長
    2020年    5 月 当社取締役管理担当（情報システム部、

経理部担当）（現在）
2022年５月　当社取締役デジタル担当（情報システム

部、営業企画部、ネット販売部担当）
（現在）

11,800株

［取締役候補者とした理由］
同氏は、2020年５月以来、当社の取締役として主に管理担当を務め、管理部門に関する豊富な経験
と幅広い知見を有しているため、引き続き取締役候補者といたしました。

（注）１. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険契約）を締結しており、

被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害が填補されます。なお、各候補者が取締役に就任した場合は当
該保険契約の被保険者となり、2024年８月に同内容で更新する予定であります。
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監査等委員である取締役選任

ふ    り    が    な

氏 　 　 　 　 　 名
（生　年　月　日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

再任

さかき

榊
 

　　
 

　
 

　
 

　
しん

真　　
じ

二
（1957年1月23日生）

　

1980年 4 月 東急不動産株式会社入社

－株

2006年 4 月 同社執行役員経営企画部統括部長
2007年 6 月 株式会社東急ハンズ（現：株式会社ハンズ）

取締役常務執行役員
2011年 4 月 同社代表取締役社長
2014年 6 月 東急不動産ホールディングス株式会社取締役

（兼務）
2015年 4 月 東急リバブル株式会社代表取締役社長
2019年 4 月 同社取締役会長
2022年 4 月 同社顧問（現任）
2022年 5 月 当社社外取締役[監査等委員]（現任）
2022年 6 月 森永製菓株式会社社外取締役（現任）
2024年 3 月 株式会社千趣会社外取締役（現任）

［監査等委員である取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要］
同氏は、小売を含む様々な分野での経営者としての豊富な経験と幅広い知見を有しており、社外取締役監査
等委員として当社に対する適切な監督と建設的な助言をいただいております。前任期間中を通じて当社の経
営状況や課題への理解を深めていただいており、より効果的なこれら役割が期待されることから、引き続き
監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件
　監査等委員である取締役１名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、
監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。なお、本議案に関しましては、
監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．同氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であります。社外取締役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって２年となります。
３．当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限
度額としており、同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

４．当社は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま
す。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

５．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険契約）を締結しており、
被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害が填補されます。なお、候補者が取締役に就任した場合は当該
保険契約の被保険者となり、2024年８月に同内容で更新する予定であります。

以　上

－ 10 －
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当連結会計年度の事業の状況

(自　2023年 3 月 1 日
至　2024年 2 月29日)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症における行動制限が緩和

され、経済活動が正常化に向かう動きが見られましたが、ロシア・ウクライナ情勢の長期化に
よる資源・エネルギー価格の高騰に加え、欧米諸国での政策金利の引き上げや、それに伴う為
替相場の変動など、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

沖縄県の小売業界におきましては、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和された
こと等により、個人消費は前年同期を上回って推移しておりますが、人手不足や物価上昇、金
融資本市場の変動等など、不透明な経営環境が続いております。

このような環境の中、当社の経営方針を「もっといい方法はないか考えよう」とし、人財力
や仕組み力、商品力の向上に取り組むとともに、引き続き企業理念の浸透、七大基本（クリン
リネス、鮮度と品質、品揃え、価格、陳列技術、サービス、正しい表示）の徹底、既存店の活
性化、効率化を図り、お客様満足度の向上に努めてまいりました。

その結果、当連結会計年度における営業収益（売上高及び営業収入）は2,275億81百万円
（前年同期比6.6％増）、営業利益は164億64百万円（同47.1％増）、経常利益は168億93百
万円（同46.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は106億83百万円（同41.1％増）とな
りました。

－ 11 －



2024/04/24 11:23:39 / 23064494_株式会社サンエー_招集通知_電子提供措置用

当連結会計年度の事業の状況

セ グ メ ン ト 区 分 金 額 （ 百 万 円 ） 構 成 比 （ ％ ） 前連結会計年度比(％)

小売

衣料品 10,948 5.2 100.6

住居関連用品 58,050 27.6 103.4

食料品 131,799 62.7 108.0

外食 9,018 4.3 112.1

小計 209,816 99.8 106.4

ＣＶＳ 374 0.2 209.6

売上高合計 210,190 100.0 106.5

セグメント別の状況は次のとおりであります。
小売事業におきましては、ワンランクアップ商品、沖縄県産品、ＰＢ商品（くらしモア、

ローソンセレクト）の販売強化に取り組んだことと、外出機会が増加したことに伴い、衣料
品や外食が前年を上回って推移したこと等により、営業収益は2,193億8百万円（前年同期比
6.4％増）となりました。セグメント利益は150億57百万円（同46.0％増）となりました。

コンビニエンスストア事業（以下「ＣＶＳ」という。）におきましては、ＦＣ店舗を6店舗
新規出店、3店舗を閉店いたしましたが、新型コロナウイルス感染症による行動制限が緩和
されたこと等により、既存店が好調に推移し、営業収益は83億2百万円（前年同期比12.8％
増）、セグメント利益は14億4百万円（同60.7％増）となりました。

セグメント別の売上状況は次のとおりであります。

② 設備投資の状況
当連結会計年度においては、総額34億31百万円の設備投資を行いました。
そのうち主な設備投資は、当社の「石垣シティ」（沖縄県石垣市）の建築及び既存店舗の改

装によるものであります。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。

－ 12 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第51期
(2021年２月期)

第52期
(2022年２月期)

第53期
(2023年２月期)

第54期
(当連結会計年度)
(2024年２月期)

営業収益 (百万円) 202,767 204,355 213,522 227,581

経常利益 (百万円) 9,554 10,151 11,554 16,893

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 6,074 6,660 7,569 10,683

１株当たり当期純利益 (円) 190.04 211.09 244.95 345.63

総資産 (百万円) 174,574 165,551 172,304 186,703

純資産 (百万円) 131,138 131,712 137,403 146,151

１株当たり純資産 (円) 4,001.24 4,160.04 4,336.36 4,606.69

区 分 第51期
(2021年２月期)

第52期
(2022年２月期)

第53期
(2023年２月期)

第54期
(当事業年度)
(2024年２月期)

営業収益 (百万円) 195,398 197,236 205,751 218,583

経常利益 (百万円) 8,861 9,584 9,778 14,105

当期純利益 (百万円) 5,984 6,724 6,824 9,569

１株当たり当期純利益 (円) 187.22 213.11 220.84 309.58

総資産 (百万円) 169,302 160,072 166,504 178,939

純資産 (百万円) 127,470 128,164 132,871 140,209

１株当たり純資産 (円) 3,988.05 4,148.22 4,299.55 4,535.74

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況

－ 13 －
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

サンエー運輸株式会社 10百万円 100.0％ 一般貨物自動車運送業

株式会社ローソン沖縄 10百万円 51.0％
沖縄県内のＣＶＳ「ローソン」のフ
ランチャイズシステム及び直営店舗
を運営

株 式 会 社 サ ン エ ー
浦 添 西 海 岸 開 発 10百万円 100.0％ 不動産及び商業施設等の所有、賃貸

借並びに管理業務

株式会社サンエーパルコ 10百万円 51.0％ ショッピングセンター（テナントゾ
ーン）の運営

⑶ 重要な子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
翌連結会計年度のわが国経済の見通しといたしましては、新型コロナウイルス感染症の収束
に伴い経済活動は正常化に向かい、入域観光客数の増加や個人消費の回復が期待される一方
で、商品仕入価格や光熱費をはじめとする各種コストの高騰等により、不透明な経営環境が続
くと予想されます。
このような環境の中、当社は経営方針を「丁寧な仕事」とし、人財力や仕組み力、商品力の
向上に取り組むとともに、企業理念の浸透、七大基本の徹底、既存店の活性化、効率化を図る
ことで、お客様満足度の向上に努めてまいります。
株式会社ローソン沖縄につきましては、地域食材を使った商品の共同開発、新商品の提案、
売れ筋商品の情報交換を行い、商品力の強化を図ってまいります。

⑸ 主要な事業内容（2024年２月29日現在）
当社グループは、生鮮食品、加工食品等の食料品と衣料品並びに家電・日用雑貨等の住居関

連用品の販売、外食及びテナント運営を主体事業とする小売事業とＣＶＳ「ローソン」のフラ
ンチャイズシステムを営んでおります。

－ 14 －
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主要な事業所及び店舗、使用人の状況、主要な借入先の状況

所 在 地 店 舗 数 所 在 地 店 舗 数

沖縄県那覇市 16 沖縄県島尻郡 4

沖縄県宜野湾市 8 沖縄県名護市 4

沖縄県沖縄市 9 沖縄県糸満市 4

沖縄県中頭郡 9 沖縄県豊見城市 3

沖縄県うるま市 9 沖縄県国頭郡 1

沖縄県浦添市 7 沖縄県石垣市 1

沖縄県宮古島市 4 沖縄県南城市 1

⑹ 主要な事業所及び店舗（2024年２月29日現在）
本社・流通センター 沖縄県宜野湾市大山７丁目２番10号
店舗 80店舗

（注） 店舗数には、ＣＶＳ直営店舗１店舗を含んでおります。
また、上記のほかＣＶＳフランチャイズ店舗は261店舗であります。

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,782名 ４名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,776名 ５名増 35.9歳 13.7年

⑺ 使用人の状況（2024年２月29日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数には、パートナー社員及びアルバイトは含まれておりません。
２. 使用人数には、当社グループ外から当社グループへの出向者（６名）を含んでおります。

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数には、パートナー社員及びアルバイトは含まれておりません。
２. 使用人数には、当社から当社グループへの出向者を含んでおります。

該当事項はありません。
⑻ 主要な借入先の状況（2024年２月29日現在）
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株式の状況

⑴ 発行可能株式総数 72,000,000株

⑵ 発行済株式の総数 31,981,654株

⑶ 株主数 16,025名

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

折田　富子 3,391,112 10.97

金城　和子 3,304,712 10.69
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,081,300 6.73

公益財団法人折田財団 2,000,000 6.47

金城　弘道 1,414,224 4.57

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,388,300 4.49
ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　Ｔ
ＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５００１ 902,604 2.92

折田　公仁 480,960 1.56
折田　典久 478,800 1.55
ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩＢＵＳ　ＡＣ
ＣＯＵＮＴ 464,035 1.50

株式数 交付対象者数
取締役（社外取締役を除く） 8,500株 5名
社外取締役 -株 -名

２. 会社の株式に関する事項（2024年２月29日現在）

⑷ 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を1,069,559株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告18ページ「取締役の報酬等」に記載しております。
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新株予約権等の状況、会社役員の状況

３. 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 新城　健太郎
株式会社サンエー浦添西海岸開発　代表取
締役社長
日本流通産業株式会社　代表取締役副社長

代表取締役専務 田崎　正仁
営業担当
（食品部、外食部、食品加工センター、
　品質管理室）

常務取締役 豊田　沢
管理・コンプライアンス・リスク管理担当
（経営企画部、財務部、総務部、人事部、
経理部）

取締役 呉屋　保
営業担当
（ドラッグ部、雑貨・化粧品部、衣料部、
電器部）

取締役 武田　尚
デジタル担当
（情報システム部、営業企画部、ネット販
　売部）

取締役（監査等委員・常勤） 上間　久美子

取締役（監査等委員） 野崎　聖子 うむやす法律会計事務所　代表
沖縄電力株式会社　社外取締役

取締役（監査等委員） 翁長　朝常 翁長公認会計士・税理士事務所　代表

取締役（監査等委員） 榊　真二 東急リバブル株式会社　顧問
森永製菓株式会社　社外取締役

４. 会社役員に関する事項
⑴ 取締役の状況（2024年２月29日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）野崎聖子氏、翁長朝常氏及び榊真二氏は、社外取締役であります。
２. 取締役（監査等委員）野崎聖子氏、翁長朝常氏及び榊真二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

３. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために上間久美子氏を常勤の取締役
（監査等委員）として選定しております。

４. 取締役（監査等委員）野崎聖子氏は、弁護士の資格を有しており、法律的見地から企業活動の適正性
を判断する相当程度の知見を有しております。

５. 取締役（監査等委員）翁長朝常氏は、公認会計士及び税理士として財務・会計に関する相当程度の知
見を有しております。
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⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任
限度額としております。

⑶ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社の取締役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者と
する、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社
が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うこと又
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会
社が補償するものであり、１年毎に契約更新しております。
　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反であることを認識
しながら行った行為等の場合には補償の対象としないこととしております。

⑷ 取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2022年５月26日開催の取締役会決議に基づき、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に
関する方針を定めております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指
名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及
び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

イ．基本方針
・当社の取締役の報酬等については、「透明性」、「公正性」、「妥当性」を確保する。
・取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬のうち、金銭報酬である「基本報酬（固定）」は、役
位、職責、在任年数等を総合的に勘案して決定し、「業績連動報酬（変動）」は、取締役としてのインセ
ンティブが働くような設定を行い、社会情勢はもとより従業員とのバランスを最大限に考慮することを基
本とする。一方、株式報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとすると共に、株主
との一層の価値共有を図ることを目的とする。

・監査等委員である取締役の報酬は、その役割と独立性の観点から、金銭報酬である「基本報酬（固定）」
のみで構成する。
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ロ．報酬の決定方法
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬額については、その「透明性」、
「公正性」、「妥当性」を確保するために、独立社外取締役を委員長とし、過半数を独立社外取締役で
構成する指名・報酬委員会の審議を経た上で、取締役会にて決定しております。

・金銭報酬である「基本報酬（固定）」及び「業績連動報酬（変動）」は、2017年５月25日開催の第47期
定時株主総会の決議により承認された年額300百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を
含まない。）にて、経営成績、財務状況及び経済情勢を考慮の上、取締役会にて決定しております。

・金銭報酬である「基本報酬（固定）」は、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、財務状
況等を勘案して決定し、毎月定額で支給しております。

・金銭報酬である「業績連動報酬（変動）」は、取締役にとって業績向上への意欲を高める適切なインセン
ティブとするため、毎連結会計年度の連結売上高、連結売上総利益、連結営業利益の期初計画に対する達
成度を指標とした数値評価を基礎とし、重要なステークホルダーである従業員とのバランスを考慮して決
定し、毎月支給しております。

・株式報酬である「譲渡制限付株式」は、2021年５月25日開催の第51期定時株主総会の決議により承認さ
れた年額100百万円以内かつ75,000株以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）
を上限として付与するものとし、支給時期及び配分については、取締役会にて決定しております。

・金銭報酬は、「基本報酬（固定）」を80％、「業績連動報酬（変動）」を20％の配分を基準として構成
し、株式報酬である「譲渡制限付株式」は、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業績、財政
状況等を踏まえ、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして適切に機能する割合とし、その目
安として、金銭報酬と株式報酬の比率を１：0.0～１：0.5としております。
　監査等委員である取締役の個人別の報酬額については、2017年５月25日開催の第47期定時株主総会の
決議により承認された年額50百万円以内にて、役割、職務等を勘案し、監査等委員会にて決定しており
ます。
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区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除
く）

（うち社外取締役）
155
（-）

90
（-）

28
（-）

36
（-）

5
（-）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

28
（14）

28
（14）

-
（-）

-
（-）

4
（3）

合計
（うち社外取締役）

184
（14）

118
（14）

28
（-）

36
（-）

9
（3）

② 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．業績連動報酬等に係る業績指標は、連結売上高、連結売上総利益、連結営業利益であり、その実績
は、連結売上高は197,319百万円、連結売上総利益は61,390百万円、連結営業利益は11,190百万円で
あります。当該指標の選定理由は、取締役にとって業績向上への意欲を高める適切なインセンティブと
するためです。当社の業績連動報酬は、当該指標の期初計画に対する達成度を指標とした数値評価を基
礎とし、重要なステークホルダーである従業員とのバランスを考慮して算定しております。

２．非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、具体的な算定方法等につきましては、「（４）①役員報酬
等の内容の決定に関する方針等」に記載しております。

３．譲渡制限付株式報酬36百万円（取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）５名）が上表の報酬の総
額に含まれております。

４．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2017年５月25日開催の第47期定時
株主総会において年額300百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決
議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は６名で
あります。また、金銭報酬とは別枠で、2021年５月25日開催の第51期定時株主総会において、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬として年額100百万円以内、株式数
の上限を年75,000株以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取
締役を除く。）の員数は７名であります。

５．取締役（監査等委員）の金銭報酬の額は、2017年５月25日開催の第47期定時株主総会において年額
50百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は、４名であ
ります。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

監査等委員　野崎聖子 当事業年度において開催された取締役会14回の全てに、また、監査等委
員会14回の全てに出席いたしました。弁護士としての専門的見地から、
取締役会において積極的に意見を述べており、特に企業活動の適正性につ
いて専門的な立場から監督、助言等を行うなど、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、監
査等委員会において、監査結果についての意見交換等、専門的見地から適
宜、必要な発言を行っております。その他、指名・報酬委員会の委員とし
て、当事業年度において開催された委員会４回の全てに出席し、客観的・
中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監
督機能を担っております。

⑸ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
ⅰ 取締役（監査等委員）野崎聖子氏は、うむやす法律会計事務所の代表であります。当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。

ⅱ 取締役（監査等委員）翁長朝常氏は、翁長公認会計士・税理士事務所の代表であります。
当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ⅲ　取締役（監査等委員）榊真二氏は、東急リバブル株式会社の顧問であります。当社と兼職
先との間には特別な関係はありません。

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
ⅰ　取締役（監査等委員）野崎聖子氏は、沖縄電力株式会社の社外取締役であります。当社と
兼職先との間には特別の関係はありません。

ⅱ　取締役（監査等委員）榊真二氏は、森永製菓株式会社および株式会社千趣会の社外取締役
であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

監査等委員　翁長朝常 当事業年度において開催された取締役会14回の全てに、また、監査等委
員会14回の全てに出席いたしました。公認会計士及び税理士としての専
門的見地から、取締役会において積極的に意見を述べており、特に財務・
会計について専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、監査
等委員会において、監査結果についての意見交換等、専門的見地から適
宜、必要な発言を行っております。その他、指名・報酬委員会の委員長と
して、当事業年度において開催された委員会４回の全てに出席し、客観
的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程におけ
る監督機能を担っております。

監査等委員　榊真二 当事業年度において開催された取締役会14回の全てに、また、監査等委
員会14回の全てに出席いたしました。経営者としての専門的見地から、
取締役会において積極的に意見を述べており、特に取締役の職務執行に対
する監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の適切な役割を果たしております。また、監査等委員会において、監査結
果についての意見交換等、専門的見地から適宜、必要な発言を行っており
ます。その他、指名・報酬委員会の委員として、当事業年度において開催
された委員会４回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほかに、取締役会決議があったものとみなす書面決議はありません。
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会計監査人の状況

支 払 額

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 32百万円

②　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 32百万円

５. 会計監査人の状況
⑴ 名称
有限責任監査法人　トーマツ

⑵ 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監
査方法及び監査内容などを確認し、検討した結果、これらについて適切であると判断したため、会計
監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行いました。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監
査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監
査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制

６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
当社は取締役会において以下のとおり「内部統制システムの基本方針」を決議しております。
（最終改定　2017年５月25日）

(1)　当社及び当社子会社の取締役及び従業員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制
①　当社は、法令、企業倫理、社内規程等の遵守に関する基本方針・行動規範である「コンプラ
イアンスガイドライン」を策定し、当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の
役員及び従業員に周知徹底する。
②　コンプライアンス担当取締役を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、「コン
プライアンス委員会規程」に基づき、当社グループにおけるコンプライアンス全般に関する事
項について審議又は改善策等の提案を行う。また、当社グループの役員及び従業員のコンプラ
イアンスに関する意識向上のための啓蒙活動及び教育研修を実施する。
③　法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため、直接通報でき
る「内部通報窓口」を設置し、当社グループの役員及び従業員を対象として運用する。
④　内部監査部門は、当社グループ全体の内部統制の評価並びに業務の適正及び有効性について
監査する。
⑤　反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対して弁護士
や警察等と緊密に連携し毅然とした姿勢で対応する。

(2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、「文書取扱規程」に基づいて、保存媒体に必要
に応じて適切かつ確実に保管、管理するとともに、関係者が閲覧可能な状態を維持する。

(3)　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社グループにおけるリスクの的確な把握、評価と適切なコントロールを行うリスク管理体
制を構築するとともに、重大事案が発生した場合における、被害拡大防止や損害・損失の極小
化を可能にする危機管理体制を構築する。
②　リスク管理担当取締役を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、「リスク管理規程」
に基づき、当社グループにおけるリスク管理活動を円滑、適切に推進する。

(4)　当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　役員及び従業員による意思決定と業務執行についての権限と責任を明確にするとともに、業
務分掌を整備し、適正かつ効率的な意思決定と業務執行を確保する。
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業務の適正を確保するための体制

②　重要な業務執行の決定の一部を業務執行取締役に委任し、効率的な意思決定を行う。
③　「取締役会」及び「経営会議」を定期的に開催し、重要事項の議論、共有及び審議を経て執
行決定を行う。
④　業務の適正かつ簡素化、情報システムの適切な利用等を通じて業務の効率化を当社グループ
横断で推進する。

(5)　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社が策定する「コンプライアンスガイ
ドライン」を当社グループ全体の行動指針として周知徹底する。
②　子会社を主管する部門が、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務の適正化を管理す
る。また、子会社から決算状況及びその他重要事項を適時に報告を受ける。
③　内部監査部門は、子会社の業務の適正に関する監査を定期的に実施する。

(6)　財務報告の信頼性を確保するための体制
①　当社グループの財務報告に係る内部統制は、法令及び証券取引所の規則を遵守し、評価、維
持、改善等を行い、適正かつ適時に財務報告を行う。
②　「財務報告に係る内部統制の整備・運用規程」に基づき、全社的な内部統制の状況や業務プ
ロセス等を評価及び改善する。

(7)　監査等委員会の職務を補完すべき取締役及び従業員に関する事項並びに当該従業員の取締役
（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員の当該従業員
への指示の実効性の確保に関する事項
①　監査等委員会がその職務を補完すべき従業員を置くことを求めた場合は、常勤監査等委員と
協議のうえ人選する。
②　当該従業員が他部署の職務を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先して従事す
る。

(8)　当社及び当社子会社の役員及び従業員が監査等委員会に報告するための体制その他監査等委
員会への報告に対する体制
①　当社グループの役員及び従業員は、当社グループの業績に重大な損失を及ぼす事実又はその
おそれを発見したとき、その他事業運営上の重要事項を適時に常勤監査等委員又は監査等委員
会に報告する。また、監査等委員会の求めに応じて随時その職務の執行状況その他に関する報
告を行う。
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②　内部監査部門は、監査計画及び監査結果を適時又は四半期毎に常勤監査等委員又は監査等委
員会に報告を行う。
③　「コンプライアンス委員会」において、内部通報制度に基づく通報状況とその対応状況を定
期的に常勤監査等委員又は監査等委員会に報告する。
④　内部通報制度に基づく通報又は常勤監査等委員又は監査等委員会に対する職務の執行状況そ
の他に関する報告を行ったことを理由として、不利な扱いを行わない。

(9)　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　代表取締役社長は、監査等委員会と定期的に意見交換を行う。
②　常勤監査等委員は、当社グループの重要な会議に参加するほか、稟議書等業務執行に係る重
要な書類を閲覧し、重要な意思決定の過程や業務の執行状況を把握する。
③　監査等委員会は、監査等委員会として又は常勤監査等委員を通じて内部監査部門及び会計監
査人と適時情報交換を行うとともに、連携して監査を行う。
④　監査等委員が職務の執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応じる。

(10)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は、以下
のとおりであります。

① コンプライアンスに関する取組み
　当社グループにおけるコンプライアンスに関する取組みについては、「コンプライアンス委
員会」を定期又は適宜開催し、審議又は改善策等の提案を行いました。また、２月にコンプラ
イアンス啓蒙月間を設け、当社グループの役員及び従業員のコンプライアンスに関する意識向
上のための啓蒙活動を実施いたしました。

② リスク管理体制
　当社グループにおけるリスク管理体制については、「リスク管理委員会」を定期又は適宜開
催し、当社グループから報告された各種リスクについて迅速かつ適切な対応を行いました。

③ 内部監査の実施状況について
　内部監査室は、内部監査計画に基づき、当社グループにおける業務の適正性や法令遵守状況
等に関する内部監査を実施いたしました。
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連結貸借対照表

（2024年２月29日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産
現金及び預金
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
前払費用
その他

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
借地権
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期前払費用
繰延税金資産
差入保証金
建設協力金
その他　

79,580
54,848
7,224
14,386
420
572
2,127

107,123
94,312
53,703
643
2,646
35,296
290
1,732

793
389
283
119

12,016
466
21
176
6,787
4,153
410
0　

流動負債 33,491
買掛金 11,233
リース債務 12
未払金 6,480
未払費用 1,065
未払法人税等 3,511
預り金 3,581
賞与引当金 1,550
契約負債 3,107
契約解除損失引当金 1,081
その他 1,866

固定負債 7,060
長期預り保証金 3,556
退職給付に係る負債 2,587
資産除去債務 632
リース債務 277
その他 5

負債合計 40,551
純 資 産 の 部

株主資本 142,346
資本金 3,723
資本剰余金 3,715
利益剰余金 139,155
自己株式 △4,249

その他の包括利益累計額 56
その他有価証券評価差額金 102
退職給付に係る調整累計額 △46

非支配株主持分 3,748
純資産合計 146,151

資産合計 186,703 負債純資産合計 186,703

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(自　2023年 3 月 1 日
至　2024年 2 月29日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 210,190
売上原価 143,467

売上総利益 66,723
営業収入 17,390

営業総利益 84,113
販売費及び一般管理費 67,649

営業利益 16,464
営業外収益

受取利息及び配当金 21
その他 458 480

営業外費用
支払利息 26
その他 23 50
経常利益 16,893

特別損失
固定資産除却損 113
減損損失 185
契約解除損失引当金繰入額 1,081 1,380

税金等調整前当期純利益 15,513
法人税、住民税及び事業税 5,190
法人税等調整額 △901 4,289
当期純利益 11,223
非支配株主に帰属する当期純利益 540
親会社株主に帰属する当期純利益 10,683

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(自　2023年 3 月 1 日
至　2024年 2 月29日)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 3,723 3,710 130,759 △4,283 133,910

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 － － △2,286 － △2,286

親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 10,683 － 10,683

自己株式の処分 － 5 － 33 39

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) － － － － －

当連結会計年度変動額合計 － 5 8,396 33 8,435

当連結会計年度末残高 3,723 3,715 139,155 △4,249 142,346

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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連結株主資本等変動計算書

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 86 12 98 3,394 137,403

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 － － － － △2,286

親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － 10,683

自己株式の処分 － － － － 39

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 16 △58 △42 354 311

当連結会計年度変動額合計 16 △58 △42 354 8,747

当連結会計年度末残高 102 △46 56 3,748 146,151
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貸借対照表

（2024年２月29日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産
現金及び預金
売掛金
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
前払費用
その他

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
借地権
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
関係会社長期貸付金
長期前払費用
繰延税金資産
差入保証金
建設協力金　

79,521
52,925
7,224
14,379
420
738
3,832

99,417
60,326
22,430
1,634
632
10

2,598
30,996
290
1,732
752
349
283
118

38,338
466
3,106

0
19,536
175
4,473
3,875
6,704　

流動負債 32,261
買掛金 11,233
リース債務 12
未払金 6,197
未払費用 1,036
未払法人税等 2,632
未払消費税等 1,078
前受金 600
預り金 3,804
契約解除損失引当金 1,081
賞与引当金 1,494
契約負債 3,088

固定負債 6,468
リース債務 277
退職給付引当金 2,521
長期預り保証金 3,146
資産除去債務 517
長期未払金 5

負債合計 38,729
純 資 産 の 部

株主資本 140,106
資本金 3,723
資本剰余金 3,715
資本準備金 3,686
その他資本剰余金 29

利益剰余金 136,916
利益準備金 344
その他利益剰余金 136,571
圧縮積立金 240
別途積立金 126,730
繰越利益剰余金 9,601

自己株式 △4,249
評価・換算差額等 102
その他有価証券評価差額金 102

純資産合計 140,209
資産合計 178,939 負債純資産合計 178,939

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(自　2023年 3 月 1 日
至　2024年 2 月29日)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 209,816
売上原価 143,187

売上総利益 66,628
営業収入 8,766

営業総利益 75,395
販売費及び一般管理費 61,889

営業利益 13,506
営業外収益

受取利息及び配当金 283
その他 364 648

営業外費用
支払利息 25
その他 23 49
経常利益 14,105

特別損失
固定資産除却損 73
減損損失 16
契約解除損失引当金繰入額 1,081 1,171

税引前当期純利益 12,933
法人税、住民税及び事業税 3,967
法人税等調整額 △602 3,364
当期純利益 9,569

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(自　2023年 3 月 1 日
至　2024年 2 月29日)

（単位：百万円）

株　　　主　　　資　　　本
評価・換

算差額等

純資産

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額

金

資本準備

金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計
利益準備

金

その他

利益剰余

金（注）

当期首残高 3,723 3,686 24 3,710 344 129,289 △4,283 132,785 86 132,871

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △2,286 － △2,286 － △2,286

当期純利益 － － － － － 9,569 － 9,569 － 9,569

自己株式の処分 － － 5 5 － － 33 39 － 39

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
－ － － － － － － － 16 16

当期変動額合計 － － 5 5 － 7,282 33 7,321 16 7,337

当期末残高 3,723 3,686 29 3,715 344 136,571 △4,249 140,106 102 140,209

株主資本等変動計算書
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株主資本等変動計算書

（注）　その他利益剰余金の内訳 （単位：百万円）
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金 そ の 他 利 益 剰 余 金 合 計

当期首残高 244 122,430 6,615 129,289

当期変動額

別途積立金の積立 － 4,300 △4,300 －

圧縮積立金の取崩 △3 － 3 －

剰余金の配当 － － △2,286 △2,286

当期純利益 － － 9,569 9,569

当期変動額合計 △3 4,300 2,985 7,282

当期末残高 240 126,730 9,601 136,571

－ 34 －
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年４月16日

株 式 会 社 サ ン エ ー
取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人　トーマツ
那　　覇　　事　　務　　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 澤 　 啓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濵 村 正 治

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社サンエーの2023年3月1日から2024年2

月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社サンエー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告 謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどう
か検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

－ 36 －
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連結会計監査報告

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につい
て報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対
応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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独立監査人の監査報告書
2024年４月16日

株 式 会 社 サ ン エ ー
取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人　トーマツ
那　　覇　　事　　務　　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 澤 　 啓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 濵 村 正 治

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社サンエーの2023年3月1日から
2024年2月29日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告　謄本

－ 38 －
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個別会計監査報告

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                                                                                   以　上

－ 40 －
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監査報告書
　当監査等委員会は、2023年３月１日から2024年２月29日までの第54期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①  監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

②  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査等委員会の監査報告　謄本

－ 41 －
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年4月16日
株式会社サンエー　監査等委員会
常勤監査等委員　上間　久美子㊞
監査等委員　　　野崎　聖子　㊞
監査等委員　　　翁長　朝常　㊞
監査等委員　　　榊　真二　　㊞

（注）　監査等委員野崎聖子、翁長朝常及び榊真二は、会社法第２条第15号及び第331条第６
項に規定する社外取締役であります。

以　上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会　会場ご案内図
会　　場　沖縄県宜野湾市真志喜４丁目１番１号

ラグナガーデンホテル２Ｆ　羽衣の間

至普天間

至名護 国道58号線 至那覇

至那覇

沖縄
銀行

宜野湾
高校

沖縄
コンベンション
センター

国道58号線バイパス
大山シティ伊　佐

郵便局
伊佐
ＧＳ

ラグナ
ガーデン
ホテル

はにんす
宜野湾

ユニオン

市立グラウンド

○ お車でお越しの場合
ラグナガーデンホテル専用駐車場をご利用下さい。

○ 公共交通機関のご案内
路線バスをご利用の上、国道58号線バイパスの「コンベンションセンター前」または「宜野湾市営球場
前」にて下車して下さい。
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